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東京大学工事入札手続関連要領 

 

（趣旨） 

第１条  東京大学における施設整備事業に伴う、工事入札手続については、東京大学会計
規程（平成１６年東大規則第８号。以下「会計規程」という。）、及び東京大学契約事務

取扱規程（平成１６年東大規則第１７６号。以下「契約事務取扱規程」という。）その他

の規程・規則又はこれらに基づく特段の定めによるほか、この要領の定めるところによる。 

 

（条約の遵守） 

第２条 東京大学は政府関係機関であることに鑑み、政府調達に関する協定（条約第２３ 

号 平成７年１２月８日）を遵守するものとする。 

 

（閣議了解事項等の遵守） 

第３条 前条を受け、公共事業の入札・契約手続の改善に関する行動計画について（閣議

了解 平成６年１月１８日）を遵守すること、さらに「公共事業の入札・契約手続の改善

に関する行動計画」運用指針について（文教施設部長通知国施第２７号 平成８年７月１

９日）の規定を準用するものとする。 

 

（一般競争入札方式の実施） 

第４条 施設整備事業実施のための工事入札手続に係る本要領の運用においては、一般競

争入札方式の実施について（文教施設部長通知文施指第７０号 平成６年８月１日）、一

般競争入札方式の拡大について（文教施設企画部長通知１７文科施第３５１号 平成１８

年１月２４日）の規定を準用するものとする。 

  なお、同規定中、「予算決算及び会計令」を「会計規程等」、「契約担当官等」を「契
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約担当者」と読替えるものとする。 

 

（一般競争入札方式の手続） 

第５条 前条の規定を実施するため、本要領の運用においては、一般競争入札方式の手続

について（文教施設部指導課監理室長通知７施指第２７号 平成７年５月２２日）「一般

競争入札方式の拡大に伴う手続きについて」（文教施設企画部施設企画課契約情報室長通

知１７施施企第２２号 平成１８年１月３０日）の規定を準用するものとする。 

 なお、同規定中、「予算決算及び会計令」を「会計規程等」、また「契約担当官等」及

び「支出負担行為担当官」をそれぞれ「契約担当者」と読替えるものとする。 

 

（入札執行回数） 

第６条 文教施設整備事業における入札執行回数については、文教施設整備事業における

入札執行回数について（文教施設部指導課監理室長通知９施指第１６号 平成９年３月３

１日）の規定を準用するものとする。 

 なお、同規定中、「予算決算及び会計令」を「会計規程等」と読替えるものとする。 

 

（一般競争入札方式において競争参加資格として用いる「一定の数値」） 

第７条 文教施設整備事業における一般競争入札方式において競争参加資格として用いる

「一定の数値」については、一般競争入札方式において競争参加資格として用いる「一定

の数値」について（文教施設部指導課監理室長通知７施指第１８号 平成７年３月３１日）

の規定を準用できるものとする。 

 なお、同規定中、「支出負担行為担当官」を「契約担当者」と読替えるものとする。 

 

（契約保証金の額） 

第８条 文教施設整備事業における一般競争入札の契約保証金の額については、一般競争

入札対象工事における契約保証金について（文教施設部長通知１３文科施第３２７号平成

１３年１２月２７日）の規定を準用するものとする。 

 なお、同規定中、「文部科学省発注工事請負等契約規則」を「東京大学工事請負契約要

領」と読替えるものとする。 

 

（総合評価落札方式） 

第９条 工事に関する入札に係る総合評価落札のための本要領の運用においては、工事に

関する入札に係る総合評価落札方式の実施について（文教施設企画部長通知１７文科 施

第１３号 平成１７年４月１２日）、総合評価落札方式の実施に伴う手続きについて（文

教施設企画部施設企画課契約情報室長通知１７施施企第２０号 平成１８年１月２４日）、

簡易型総合評価落札方式の実施に伴う手続きについて（文教施設企画部施設企画課契約情

報室長通知１７施施企第２１号 平成１８年１月２４日）、工事に関する入札に係る総合

評価落札方式の性能等の評価方法について（文教施設企画部施設企画課契約情報室長通知

１７施施企第２３号 平成１８年２月１日）及び実績評価型総合評価落札方式に伴う手続

について（文教施設企画部施設企画課契約情報室長通知２６施施企第１号 平成２６年４
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月４日）の規定を準用するものとする。 

 

（新たな入札方式への対応） 

第１０条 今後の政策・施策の変化により契約担当者が必要と認めた場合は、新たな入札

方式を導入・採用できるものとする。 

 

（競争参加資格等審査委員会の設置） 

第１１条 施設整備事業実施のための競争参加資格等の審査に係る競争参加資格等審査委

員会の設置については別に定める。 

 

（入札監視委員会の設置） 

第１２条 施設整備事業実施のための入札監視等に係る入札監視委員会については、別紙

入札監視委員会設置規則により設置運営を行うものとする。 
 

                                                                          
（苦情処理の手続）  
第１３条 入札・契約の過程に係る苦情処理の手続については、工事等における入札・契

約の過程に係る苦情処理の手続について（文教施設企画部長通知１８文科施第１８５号平

成１８年７月１３日）の規定を準用するものとする。 

 なお、同規定中、「支出負担行為担当官」を「契約担当者」と読替えるものとする。 

  
（電子入札方式の実施） 

第１４条 東京大学において電子入札を実施しようとする場合、文部科学省の電子入札シ

ステムを利用する。 

 

（工事における数量公開） 

第１５条 建設工事の建築一式工事、電気工事及び管工事のうち、予定価格が１億円以

上の競争入札に付す工事については、工事における数量公開について（文教施設企画部

施設企画課契約情報室長通知１９施施企第１３号 平成１９年９月１９日）の規定を準用

するものとする。 

 なお、同規定中、「文部科学省発注工事請負等契約規則」を「東京大学工事請負契約要

領」と読替えるものとする。 
 
（不良不適格業者の排除） 

第１６条 文教施設整備事業における一般競争入札の入札保証金の納付については、原則

として、入札保証金に関する試行について（文教施設企画部長通知２１文科施第６１０７

号 平成２１年６月５日）及び入札保証金に関する試行に係る取扱いについて（文教施設

企画部施設企画課契約情報室長通知２１施施企第１０号 平成２１年６月５日）の規定を

準用するものとする。 

 なお、同規定中、「会計法」「予算決算及び会計令」を「会計規程等」、「支出負担行
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為担当官」を「契約担当者」と読替えるものとする。 

 

（低価格受注による工事の品質低下の防止） 
第１７条 文教施設整備事業における一般競争入札の極端な低入札者に対する重点的な調

査については、原則として、低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査の試行につ

いて（文教施設企画部長通知２０文科施第８０４５号 平成２１年３月３１日）の規定を

準用するものとする。 

 なお、同規定中、「文部科学省発注工事請負等契約規則」を「東京大学工事請負契約要

領」、「支出負担行為担当官」を「契約担当者」と読替えるものとする。 

 

（入札談合に関する情報等への対応） 
第１８条 入札談合に関する情報等に対しては、談合情報等への対応について（文教施設

企画部長通知２３文科施第３７６号 平成２３年９月３０日）の規定を踏まえて対応する

ものとする。 

 
 

附則  

 

  この要領は、平成１６年 ４月１日から適用する。 
 この要領は、平成１７年 ５月２日に一部改正する。 

  この要領は、平成１７年 ６月１日に一部改正する。 
  この要領は、平成１８年 ４月１日に一部改正する。 
  この要領は、平成１８年 ８月１日に一部改正する。 
 この要領は、平成１９年１０月１日に一部改正する。 
 この要領は、平成２２年 ４月１日に一部改正する。 
 この要領は、平成２５年 ４月１日に一部改正する。 
この要領は、平成２６年 ６月１日に一部改正する。 
この要領は、令和 ５年１２月１日に一部改正する。 
 

 


